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当別町公私連携幼保連携型認定こども園運営条件 

 

当別町ふとみ保育所（以下「公私連携こども園」という。）の運営及び管理について、公

募により選定された公私連携幼保連携型認定こども園運営法人（以下「公私連携法人」とい

う。）は、以下の条件により公私連携こども園の運営を行う。 

 

１．公私連携こども園の運営基本 

① 公私連携法人は、就学前の子どもに関する教育・保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律及び関連する法令（以下「法令等」という。）及び本町と締結する協定を遵守す

るとともに、幼保連携型認定こども園教育・保育要領（以下「要領」という。）に基づ

き教育・保育に関する全体的な計画を作成し実施しなければならない。 

② 公私連携法人は、公私連携こども園の運営・管理に係る業務について一括して別法 

人に再委託してはならない。 

③ 公私連携法人は、移行の日に支障なく開園するため、本町と十分な協議を行い必要な

人材確保と運営資金など必要な準備を整えなければならない。 

２．公私連携こども園の概要 

①施設概要 

所 在 地 当別町太美町１４８０番地８ 外 

敷地面積 ５，０９９．０６㎡ 

建築年月 平成１２年１月 

床 面 積 ９８０．１３㎡ 

教   室 ６クラス 

遊 戯 室 １５０．1 ㎡ 

園舎構造 鉄骨造 1 階 

 

② 用地及び園舎等の貸付について 

・用地、園舎及び遊具・付帯設備等については、協定有効期間中無償貸付とする(認定

子ども園法(平成１８年法律第７７条)第３４条第４項、児童福祉法(昭和２２年法律第

１６４条)第５６条の８第４項） 

・本町が指定する備品については、協定期間中無償貸付とする。 

・施設の修繕については公私連携法人が対応するものとする。 

・有効期間を更新するときは、本町と公私連携法人とで再度協議するものとする。 

・駐車場については、あらかじめ施設で設定してある場所を使用し、その設定台数を 

超える場合は、公私連携法人で対応とする。 
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３．公私連携こども園の定員等 

① 定員１４７名を基本とする。 

② 年齢区分及び認定区分は、次の表を基本とする。ただし、1 号認定と 2 号認定の人数

については、入園希望者を勘案し本町と協議のうえ決定とする。 

 

年齢区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 計 

５歳 １０人 ２５人 ― ３５人 

４歳 １０人 ２５人 ― ３５人 

３歳 １０人 ２５人 ― ３５人 

２歳 ― ― １８人 １８人 

１歳 ― ― １８人 １８人 

０歳 ― ― ６人 ６人 

計 ３０人 ７５人 ４２人 １４７人 

 

③ 1 号認定の入園受付は、公私連携法人が行い、2 号認定及び 3 号認定の入園受付は原

則、町が行うものとする。 

 

４．教育・保育時間等 

① 教育標準時間は、要領に基づき４時間以上とし、次の時間を基本とし公私連携法人が

設定する。 

・８時３０分～１４時４５分 

② 保育時間は、要領に基づき次の時間を基本とし、公私連携法人が設定する。 

・標準時間保育 ７時３０分～１８時３０分（１１時間） 

・短時間保育 午前８時３０分～１６時３０分（8 時間） 

③ 教育・保育時間以外の保育時間は次のとおりとする。 

・預かり保育（１号認定） 

７時３０分～８時３０分 

１４時４５分～１８時３０分 

・延長保育（１号認定・２号認定・３号認定） 

１８時３０分～１９時３０分 

④ 休園日は、日曜日・国民の祝日に関する法律に規定する休日及び１２月３１日から翌

年の１月５日までとする。ただし、公私連携法人が特に必要な場合は、町と協議を行い

臨時休園とすることができる。 

 

５．必要な人員及び研修 

① 園長 1 人を配置すること。園長は専任とし、教育・保育に係る実務経験が概ね 12 年
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以上あり過去３年以上管理監督職員として経験がある者とすること。 

② 保育教諭の配置（主幹を配置、各教室に担任を配置、基準に従い必要な人員を配置） 

③ 年度途中での入所児童を見込んだ職員配置をするなど、待機児童対策に積極的に取

り組むこと。 

④ 保育教諭の正規雇用率を国で定めている職員配置基準（園長・副園長・主幹を除く）

の概ね６割以上とすること。 

⑤ 保育教諭の資質向上を図るため、必要な研修を行うこと。 

⑥ 学校医・学校歯科医・学校薬剤師を設置すること。 

 

６．運営・活動の継続 

① 公私連携こども園への移行及び民間移管に伴う在園児への影響が最小限になるよう

努め、現在の教育・保育指導計画等の継続に配慮すること。 

② PTA 等の組織は継続するものとし、活動内容については保護者と協議を行い、活動

支援をする他に、活動の場を提供すること。 

③ こども園長会議等、町や教育委員会が主催する会議へ参加すること。 

④ 年間行事については、原則現在の行事を継続し、新たな行事に取り組む場合は保護者

を含め協議を行うこと。また、事業内容によっては小学校との連携を図ること。 

 

７．教育・保育内容 

① 幼保連携型認定こども園教育・保育要領を適切に履行すること。 

② 公私連携法人は、特色のある教育・保育の提供に努め、本町の豊かな自然を生かしさ

まざまな体験をバランスよく取り入れた活動を行うこと。ただし、内容によっては、そ

の目的・費用負担等の内容を書面にし、町と協議を行うこと。 

③ 幼保小の一貫した教育を行うため、西当別小学校と連携し、接続カリキュラムの作成

などに努めること。 

④ 保護者の宗教等の多様性に配慮し、誤解を招くような宗教的な行事や行為は絶対に

行わないこと。ただし、一般的な行事については制限をしない。 

⑤ 子育て支援事業に取組むこと。（認定こども園法第２条第１２項） 

⑥ 一時預かり事業・延長保育事業・障がい児保育事業など現在行っている特別保育事業

を町が指定する事業を行うこと。 

⑦ 特別な支援を必要とする子どもを受け入れ、要領に基づいた教育・保育を行うこと。 

⑧ 支援を必要とする園児・保護者への対応については、町の行政窓口や教育委員会、そ

の他関係機関と連携を図ること。 

⑨ 移行後の運営については、保護者代表・公私連携法人・町の三者で三者協議機関を設

置すること。 

⑩ より良い教育・保育活動を行うため、常に教育・保育内容の向上に努めること。 
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⑪ 保護者等からの苦情については、責任者を定め解決処理の仕組みを整備すること。 

⑫ 施設の適切な管理・運営に努めるほか、地域住民と良好な関係を保つこと。 

⑬ 町が行う、園児に関する行事等については、極力参加すること。 

⑭ バス等により１号認定子どもの送迎サービスを行うこと。 

⑮ 現在町が直営で開設している子育て支援センター事業の実施について専用スペース

の確保や運営について連携・協力すること。 

 

８．給食提供について 

① 原則毎日給食(週５日)を実施し園児に必要な栄養量を含有する給食を提供するほか、

安全・安心に努めること。 

② 食物アレルギーを持つ園児に対しては、対応する給食を提供すること。なお、必要な

場合は町及び保護者と協議をすること。 

③ 給食提供に必要な設備や備品等については、施設に設置してあるものを使用するこ

と。 

ただし、それ以外に必要な物品等については公私連携法人で準備または整備すること。 

④ 食材等については地産地消に積極的に取り組み、安全・安心な食材を確保すること。

また、給食に関する情報提供を行うこと。 

⑤ 園児の年齢に応じた食育計画を作成し、食育推進を図ること。 

⑥ 給食提供に伴う保健所や関係機関等への申請等は公私連携法人が行うこと。 

 

９．運営経費等について 

① 運営経費は、施設型給付費及び保護者の保育料（利用者負担金）を基本とする。 

② 保育料は、当別町保育料に関する条例に基づき算出した額とする。 

③ 一時預かり保育・延長保育・給食費等の利用者負担は公私連携法人が請求・徴収する

こと。なお、利用者負担金については、利用者の経済的負担が過重とならないよう十分

配慮すること。なお、移管後見直しを行う場合は、三者協議により決定とする。 

④ 一時預かり保育・延長保育・障がい児保育の実施にあたり「当別町教育・保育施設補

助金交付規則」に基づき、予算の範囲内で補助金を交付します。 

⑤ 教育・保育の遂行に必要な経費及び行事費等の保護者負担金については、保護者に対

し内容が分かる明細書等を交付、若しくは必要に応じ説明を行ったうえで、公私連携法

人が請求・徴収とする。 

⑥ 光熱水費や施設の保守点検など維持管理に関する経費は公私連携法人の負担とする。 

⑦ 移行に伴う、変更手続きや変更に伴う経費については公私連携法人の全額負担とす

る。 

 

10．移行準備について 
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① 公私連携幼保連携型認定こども園への移行に際し保護者や地域住民から理解が得ら

れるよう努めること。 

② 保護者や地域住民からの園に対する要望があった場合は、公私連携法人が対応する

こと。 

③ 移行に伴い、公私連携法人は、園長及び各クラスの担任予定者を定め、町に報告する

こと。 

④ 移行後の園長及び各クラスの担任予定者を引継主任者とし、現在の行事・運営・教育

保育に関する事等について、町と協議しながら引継を行うこと。 

⑤ 移行後の園に当別夢の国幼稚園から転園する児童及び保護者に負担がかからないよ

う配慮すること。 

⑥ 公私連携法人は、必要な人員を確保し、開園までに問題なく移行できるようにするこ

と。なお、引継業務等に伴う経費は公私連携法人の負担とすること。 

 

11．報告等について 

① 公私連携法人は、次年度の教育・保育に関する計画書を作成し、前年度 3 月末までに

町長に報告すること。 

② 会計年度終了後、速やかに、業務報告・実績報告・収支決算書を町長に報告すること。 

また、町長が特に必要若しくは提出を求めた資料については、速やかに報告すること。 

③ 保護者等、利用者を対象としたアンケート調査を定期的に実施し、集計した結果を町

長に報告すること。 

④ 保護者や地域住民からの苦情及び要望については公私連携法人が対応とし、その結

果については町長に報告すること。 

⑤ 教育・保育時間中に事故が発生した場合や、感染症が発生した場合は、速やかに町長

に報告するほか、状況及び内容によっては関係する機関にも報告すること。 

⑥ 公私連携法人は、管理及び運営業務に関する書類・帳簿・台帳を備え当該年度経過後

５年以上保管をし、必要に応じて速やかに提示できるよう整備すること。 

⑦ 町は、公私連携法人に対し管理・運営・経理の状況について報告を求めることができ

る。また、必要によって指導を行うことができる。その場合、公私連携法人は従わなく

てはならない。 

 

12．園の名称及び保険・損害について 

① 移行後の認定こども園の名称及びクラス名称については、町と協議のうえ決定する

こと。 

② 公私連携法人は、こども園の管理運営業務を遂行するにあたり、損害賠償保険等、運

営上必要な保険に加入すること。なお、加入に伴う費用については、公私連携法人の負

担とする。また、園児に関わる保険の加入及び保険料の取り扱いについては公私連携法
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人で定めること。 

③ 公私連携法人は、こども園の管理運営業務を遂行するにあたり発生した損害、若しく

は第三者におよぼした損害については、公私連携法人の負担とする。ただし、町の責め

に帰する場合を除く。 

④ 公私連携法人は、法令等に基づき、職員の防災教育及び災害発生時の避難誘導体制の

確立を行うほか、各種マニュアルを整備し、総合的な安全対策及び危機管理体制を整備

すること。 

 

13．その他 

① 町が施設の使用を必要とする場合は積極的に協力すること。 

② この運営条件の定めに記載のない事については、公私連携法人と町とで協議のうえ

決定すること。 


